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平成１５年度業務実績評価調書：独立行政法人航海訓練所

業 務 運 営 評 価（個別項目ごとの認定）

項 目 評定理由 意見評定
中期計画 平成１５年度計画

１．業務運営の効率化に関する目標
を達成するためとるべき措置
（１）組織運営の効率化の推進 ・平成１６年度からの練習船５隻 ２ ・次世代対応練習船を計画どおり年度内
・次世代対応練習船の整備 体制への再編整理を推進するた に進水させている。
・平成１６年度早期から５隻の め、次世代対応練習船を年度内
船隊に再編整理して効率化 に進水
・配乗計画の見直し

（２）人材の活用の推進
・必要な役職員を確保 ・必要な役職員を確保 ２ ・必要な役職員が確保されている。
・２２０名以上の人事交流 ・４４名以上の人事交流 ・人事交流の実績は４９名であり、目標

値を上回っている。

（３）業務運営の効率化の推進
・訓練機材等の計画的な整備と訓 ・次世代練習船の建造 ２ ・既存練習船の整備が計画どおり実施さ
練施設の効率的な運用により稼 ・既存練習船の計画的整備 れるとともに、次世代対応練習船を進水
働率の向上を図り、練習船の学 させ５隻体制に向けた航海訓練に備えて
生充足率を概ね７０％とする いる。

・施設管理業務等の外部委託検討 ２ ・公用車運転業務の一部外部委託化の取
・一般管理費を２％程度抑制 りやめ、船・陸間の情報を共有するため

・施設管理業務等の外部委託方法 のシステムの導入等、業務運営の効率化
を検討 が図られている。
・一般管理費を２％程度抑制 ・一般管理費の抑制に関し２.５％（５

１９千円）の節約が図られている。



２．国民に対して提供するサービス
その他の業務の質の向上に関する
目標を達成するためとるべき措置
（１）航海訓練の実施 ・独立行政法人航海訓練所法に基 ２ ・対象となる実習生に対して航海訓練が
・独立行政法人航海訓練所法に基 づき対象となる実習生に対する 実施されており、訓練課程の設定及び配
づき対象となる実習生に対する 航海訓練を実施 乗については関係法令が遵守されるとと
航海訓練の実施 ・関係法令の遵守及び関係機関の もに，ＧＭＤＳＳ資格に係る訓練等関係
・関係法令の遵守及び関係機関の 意見の反映 機関の意見の反映がなされている。
意見の反映 ・海員学校インターンシップ制度 ・海員学校インターシップ課程には実習

に対応した訓練の実施 依頼はなかったが計画どおり準備が進め
られている。

（ａ）訓練課程及び指導要領の見直
し
①三級海技士養成 ①三級海技士養成 ３ ・計画どおり、大学及び海技大学校機関 ・アシスタントアドバイザーを招
・船舶の技術革新等に対応する訓 ・大学及び海大機関科の訓練課程 科実習生用の訓練課程及び指導要領の見 聘して海事英語訓練に取り組んで
練及びＧＭＤＳＳ資格訓練等の 及び実習用の指導要領の見直し 直しを行っている。また、海事英語訓練 いることは評価するものの、航海
導入のための見直し・充実 ・実践的海事英語訓練の訓練方法 についてはアシスタントアドバイザーを 訓練における英語教育は極めて重

の確立 招聘し実験調査を開始している。 要であり、さらなる積極的な取り
②四級海技士養成 ②四級海技士養成 ・内航海運の実態把握に努め、カリキュ 組みが必要である。
・船舶の技術革新等に対応するた ・訓練課程及び指導要領の見直し ラムに反映させ、実習では狭水域航行及 ・内航即戦力化に対応した実習訓
めの見直し ・狭水道航行訓練の充実等 び出入港回数を増やした航海計画を立 練として高く評価できる。
・内海等狭水域及び狭水路航行に て、訓練を充実させている。
係る訓練を充実

（ｂ）実習生の適正な配乗計画と受
入計画
・船員教育機関の定員、受入実績 ・５隻体制での最適配乗を策定 ２ ・１６年度から実施される５隻体制の配
及び養成定員の変更を踏まえた 乗計画が各船員教育機関との間で調整し
受入計画を立案 策定されている。
・養成内容、関係法令の要件等に
基づいた配乗を計画

（ｃ）訓練の達成目標
・過去５年の修了実績（９８％） ・過去５年の修了実績（９８％） ２ ・実習生に対する再指導等が具体的に策
を維持 を維持 定され、実習生の修了率は昨年を上回る

９９.７％となっている。



（ｄ）訓練機材の整備
・技術革新等に対応し、より効果 ・技術革新等に対応し、より効果 ２ ・計画どおり船舶自動識別装置が日本
的な訓練を実施するため、情報 的、効率的な訓練を実施するた 丸、海王丸、青雲丸に設置される等、各
通信等の訓練機材を整備 め、各種装置、教材を設置 種装置、教材が設置されている。

・訓練機材等の見直し

（ｅ）意見交換会の開催
・関係機関と意見交換会を年間８ ・関係機関と意見交換会を年間８ ２ ・船員教育機関及び海事産業界と１０回
回程度開催 回程度開催 の意見交換がなされている。

（ｆ）実習生による評価
・知識・技能及び資質の涵養に関 ・実習生による評価を年間２２回 ２ ・アンケート調査が２２回実施され、結
する指導の適切な評価並びに指 程度実施し結果を訓練に反映 果を訓練に反映させることを検討してい
導要領の再編に資するため実習 る。
生による評価を年間１２回程度 ・また、アンケートによる実習生の生の
実施 声を航海訓練や船内環境の改善に活かし

ている。
（ｇ）職員研修
・職員としての資質向上を図るた ・職階別、職務別に延べ３０名以 ２ ・ＩＳＰＳ研修等延べ１６６名に各種研
めの研修を計画、延べ１３５名 上に対し内部及び外部研修を実 修を行い、海事関係諸機関から受け入れ
以上 施 た研修員の知見を活用し船内で１４回の
・海外留学の検討 ・船員に対する船内研修を実施 研修を行っている。

・海外留学を継続実施 ・引き続き海外留学が実施されている。

（ｈ）安全管理の推進
管理体制の充実及び個人の意 ・船舶安全運航管理システムのサ ２ ・安全管理サブシステムの策定が完了し
識啓蒙に努める。 ブシステムの策定を進める ている。
①船舶安全運航管理システムを確 ・健康保持増進に係る基本計画及 ・健康保持増進活動計画を策定し、それ
立 び年度ごとの実施計画を策定 に基づき活動している。
②健康保持増進計画を確立 ・安全衛生及び安全管理に関する ・季刊誌の発行等を通じて意識啓蒙が図

意識啓蒙 られている。



（ｉ）自己点検・評価体制の確立
・航海訓練の現状の把握、点検・ ・航海訓練の実績に係る成果を指 ３ ・内部評価の一環として練習船に対する ・自己点検結果を具体化していく
評価及び将来的改革の方向の検 標化する手法を試行し、内部評 教育査察が実施され、結果を具体的に明 手法は高く評価できる。
討のため、自己点検・評価を試 価体制の確立への検討 確化し各船に通知することにより訓練の
行 レベルアップが図られている。
・期間中に評価体制を確立 ・航海訓練の実績に係る成果を指標化す

る手法を検討している。

（２）研究の実施
・独立行政法人航海訓練所法に
基づき、航海訓練に関する研究
を実施
（ａ）研究件数
・３０件程度の独自研究及び２ ・１８件程度の独自研究および１ ２ ・２３件の独自研究及び１４件の共同研
５件程度の共同研究を実施 ５件程度の共同研究の実施 究が実施されている。

（ｂ）研究体制の充実と研究活動の
活性化
・研究体制の一層の充実 ・ネットワークを活用した船陸間 ２ ・船陸間のネットワークを活用して、グ
・自己点検・評価体制の確立 で連携する研究体制を推進 ループ研究に係わるデータ送受及び意見

・研究評価を実施し質の向上 交換の迅速化を図り、事前評価、中間評
価及び事後評価を実施し、研究活動が活
性化されている。

（３）成果の普及・活用促進
（ａ）技術移転の推進に関する業務
・研修員の受入れ ・研修員の受入れ ２ ・実績は、研修員の受入れ１２機関１７
１５機関３００名程度 １５機関６０名程度 ８名、船員教育専門家の長期派遣２名、
・船員教育専門家の国外派遣 ・船員教育専門家の国外派遣 短期派遣２名、専門分野の委員派遣２３
１０名程度 ２名程度 名、国際会議への参画３件であり、着実
・専門分野の委員派遣 ・専門分野の委員派遣 に技術移転が実施されている。
９５名程度 １９名程度
・国際会議等への参画 ・国際会議等への参画
６件程度 １件程度



（ｂ）研究成果の普及・活用促進
・３０件程度の論文発表 ・６件程度の論文発表 ２ ・１０件の論文発表及び１３件の学会発
・２５件程度の学会発表 ・５件程度の学会発表 表が行われ実績は目標値を上回ってい
・必要に応じて特許等の出願 ・必要に応じて特許等の出願 る。また、訓練機材に関する特許を１件

出願している。
（ｃ）海事思想普及等に関する業務
・練習船の一般公開並びに小中学 ・練習船の一般公開２５回程度 ３ ・実績は一般公開３４回、練習船見学会 ・練習船の一般公開、見学会は、
校児童等を対象とする見学会を ・小中学校児童等を対象とする練 ２７回であり目標値を上回っている。 見学者の安全の確保等大変な労力
実施 習船見学会１５回程度 また、総合学習として地域と連絡を密 を必要とするが、そのなかで「見
・海事思想普及等に関する業務の ・総合学習として位置づけた練習 にし小学生等が興味を引く内容の見学会 学する」から「触れてみる」への
あり方を検討 船見学会のさらなる発展 とする等工夫がなされている。 転換を図り、海事思想の普及に大

いに貢献したことは評価できる。
（ｄ）広報活動の推進
・広報活動のあり方を見直し ・広報委員会の積極的運営 ２ ・ホームページのリニューアル、広報紙
・情報開示体制を確立 ・複数の媒体を使った情報の発信 の発行、港のイベントに練習船を参加さ

・練習船を使った広報活動 せる等広報活動が実施されている。

３．予算，収支計画及び資金計画
（１）自己収入の確保 ・新たな自己収入の確保 ２ ・新たな自己収入の確保については、自
・受託収入、証明書発行手数料等 動販売機の施設使用料を収受可能として
の徴収 いる。

・実習生を委託している各教育機関等か ・受託料については、まだ、徴収
らの受託料については徴収する方向で高 にいたっていないが、各教育機関
専を除く各教育機関から大筋の合意を得 と合意に至るには大変な努力があ
ている。 ったことが認められる。

（２）予算，収支計画及び資金計画
・予算 ・予算 ２ ・計画に従い適切に執行されている。
・収支計画 ・収支計画
・資金計画 ・資金計画

４．短期借入金の限度額
・限度額・１，２００百万円 ・限度額・１，２００百万円 － ※平成１５年度は該当なし。

５．重要財産の処分計画
・次世代対応練習船の建造進捗状 ー ー ※平成１５年度は該当なし。
況に応じ、練習船「銀河丸」及
び「北斗丸」を売却



６．剰余金の使途
・訓練機材の整備 ー ー ※平成１５年度は該当なし。
・安全管理の推進
・研究の実施

７．その他主務省令で定める業務運
営に関する事項
（１）施設・設備に関する計画 ・次世代対応練習船の進水 ２ ・計画どおり次世代対応練習船の進水が
・次世代対応練習船の整備 おこなわれた。

（２）人事に関する計画
①方針
・業務運営の効率化と人員配置の ・次年度の人員抑制の具体策を検 ２ ・業務運営の効率化と人員配置の見直し
見直しによる人員の抑制 討 により、平成１５年度期首において３名
・効率的な練習船運航体制の確立 ・船員法完全適用に向け人員の抑 減となる職員数４６６名とし、さらに次
・船員法の完全適用に向けた予備 制の観点に立った予備船員制度 年度において３名の人員抑制計画が策定
船員制度の確立 を具体的に検討し試行に備える されている。
②人員に係る指標 ・船員法完全適用に向け人員の抑制の観
・期末の常勤職員数を期首の９７ 点に立った予備船員制度について検討さ
％程度とする れ方針が具体化している。

＜記入要領＞・項目ごとの「評定結果」の欄に、以下の段階的評定を記入するとともに、その右の「評定理由」欄に理由を記入する。
３点：中期目標の達成に向けて特に優れた実施状況にあると認められる。
２点：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められる。
１点：中期目標の達成に向けて概ね着実な実施状況にあると認められる。
０点：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められず、業務改善が必要である。
・必要な場合には、右欄に意見を記入する。



平成１５年度業務実績評価調書：独立行政法人航海訓練所

総合的な評定

業 務 運 営 評 価（実施状況全体）

極めて順調 順 調 概ね順調 要努力 評定理由

各項目の合計点数＝５１

○ 項目数（２４）×２＝４８

下記公式＝１０６％

＜記入要領＞ ・個別項目の認定結果をもとに、以下の判断基準により、それぞれの欄に○を記入する。

○（各項目の合計点数）／（項目数に２を乗じた数）が１３０％以上である場合には 「極、

めて順調」とする。

○（各項目の合計点数）／（項目数に２を乗じた数）が１００％以上１３０％未満である

場合には 「順調」とする。、

○（各項目の合計点数）／（項目数に２を乗じた数）が７０％以上１００％未満である場
合には 「概ね順調」とする。、

○（各項目の合計点数）／（項目数に２を乗じた数）が７０％未満である場合には 「要努、

力」とする。

・但し、評価の境界値に近接している場合であって、法人の主要な業務の実績に鑑み、上位

又は下位のランクに評価を変更すべき特段の事情がある場合には、理由を明記した上で変

更することができる。

自 主 改 善 努 力 評 価

評 定 評 定 理 由

、 、相当程度の実践的努力が認められる 昨年度開発した自学自習ソフトの活用 実習技法の工夫等により

実習生は実習訓練の実践的意義を明確にでき、実習への取組が積極
的になり、技能向上がはかられる等の効果を上げている。

また、現役内航船の船長・機関長を、練習船での訓練状況を調査

する目的で合計７０日間にわたって乗船させ、職員に即戦力化に繋

がる具体的な指導方法や、実習内容に関する助言を吸収する機会を

設定したことは評価できる。

＜記入要領＞ ・自主改善努力が意欲的かつ前向きで、優れた実践事例として認められる場合には、評定欄

に「相当程度の実践的努力が認められる」と記入し、認められない場合には「－」と記入す

る。いずれの場合においても、その右の「評定理由」欄に、取組みの事例を含め、その理由

を記入する。

業 務 全 般 に 関 す る 意 見

練習船の一般見学会等の実施により、国民全般への海事思想の普及に大いに貢献している点は高く評価で
き、今後ともこうした努力を期待する。
実習訓練に求められる内容が内航・外航業界のニーズの変化に伴い多様化しており、航海訓練所は引き続
き迅速にそうしたニーズに応える必要がある。
練習船５隻体制における実習訓練のあり方について、引き続き検討を続けていただきたい。

＜記入要領＞ ・業務運営評価及び自主改善努力評価を踏まえ、本欄には、総合的な評定について必要な場
合に付される意見を記入する （業務運営評価、自主改善努力評価及び本意見をもって総合。
的な評価とする。


